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「賃金構造基本統計調査」を実施します
厚生労働省

　この調査は昭和23年より毎年実施しており、労働者の賃金等の実態を産業、地域、企業規模、雇用形態、

就業形態、職種、性、年齢、学歴、勤続年数、経験年数別等に明らかにすることを目的とし、国の実

施する最も重要な統計のひとつとして、法律（統計法）に基づく「基幹統計」に指定されています。

　調査の結果は、民間企業における賃金決定等、労務管理の資料として広く利用されているほか、最

低賃金法による最低賃金の決定、労災保険法による年金給付基礎日額の最低・最高限度額の算定等、

各種政策決定の際にも幅広く使用されるなど、極めて重要な役割を果たしております。

　調査の実施にあたっては、調査の対象となる事業所を無作為に抽出し、事業主の皆様に厚生労働省

から調査をお願いいたしますので、調査の趣旨、重要性をご理解いただき、是非とも調査にご回答く

ださいますようお願い申し上げます。

　厚生労働省ホームページから入力支援機能付きExcel形式の調査票をダウンロードして調査票を作

成いただくこともできます。また、政府統計オンライン調査総合窓口（URL：https://www.e-survey.

go.jp）から、オンライン回答をすることもできます。

厚生労働省賃金構造基本統計調査のべージはこちら

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/kouzou/detail/

厚生労働省では、「令和７年賃金構造基本統計調査」を全国一斉に７月に実
施します。

賃金構造　事業主 検索
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「賃金引上げ等の実態に関する調査」に
ご協力ください。

厚生労働省

　厚生労働省では、「令和７年賃金引上げ等の実態に関する調査」を実施します。

　この調査は、民間企業における賃金・賞与の改定額、改定率、賃金・賞与の改定方

法、改定に至るまでの経緯等を把握することを目的として、主要産業に属する常用労

働者100人以上を雇用する会社組織の民営企業から産業別及び企業規模別に選定した

約3,600企業を対象とし、１月から12月までの１年間の労働者の賃金改定状況について

毎年調査しているものです。

　調査の結果は最低賃金決定のための中央最低賃金審議会（目安に関する小委員会）

の審議で使用するほか、労働経済白書をはじめとする賃金分析等において広く活用さ

れており、非常に重要な役割を担った調査となっております。

　対象になった企業におかれましては、調査の趣旨、重要性をご理解いただき、何卒

調査にご協力いただきますようお願い申し上げます。

　※調査に御回答いただける企業数が減少傾向にあります。調査精度を維持するため

にもぜひとも御理解・御協力のほど、よろしくお願いいたします。
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岡山県下公共工事の動向〈６月分〉

西日本建設業保証㈱岡山支店
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（建退共だより）

建設業の現場で働く従業員であれば、国籍・職種を問わず、

また、月給制・日給制であるかどうかも関係なく加入できます。

海外の給料が高騰する中で、建退共の退職金を加える

ことにより、処遇改善が図れます。

優秀な人材を
呼び込むために
建退共制度を活用しましょう！

加入 ！！
特定技能外国人

も技能実習生
はもちろん、

外国人労働者を受け入れている企業のみなさま
外国人労働者を受け入れている企業のみなさま

SYSTEM

ABOUT THE

建退共制度は、「中小企業退職金共済法」という

法律により国が作った退職金制度です。事業主の

方が、建設現場で働く労働者の働いた日数に応じ

て、掛金を充当し、その労働者が建設業界で働く

ことをやめたときに、建退共から退職金を支払う

という、業界全体での退職金制度です。

The Kentaikyo System is a ret irement 
allowance Scheme formulated by Japanese 
government under Small and Medium-sized 
Enterprise Retirement Allowance Mutual Act.
Employers make payments of installments in 
accordance with the number of days worked 
by construction site workers. 
Under this retirement system for the entire 
industry，these employees are paid a retire-
ment allowance when they 
quit the construction industry．

できます

建退共制度は、国が作った退職金制度で安全・確実
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掛金総額退職金額

掛金納付年数（月数） ２年（２４月） ３年（３６月） ５年（６０月）

退職金額 １６１,２８０円 ２４１,９２０円 ４１４,０８７円

161,280 
241,920 

325,786 
414,087 

503,463 
600,231 

696,999 
793,767 

161,280 161,280 161,280 
241,920 241,920 241,920 

325,786 325,786 325,786 
414,087 414,087 414,087 

503,463 503,463 503,463 
600,231 600,231 600,231 

696,999 696,999 696,999 
793,767 793,767 793,767 

725,760 725,760 
645,120 645,120 

564,480 564,480 
483,840 483,840 

403,200 403,200 
322,560 322,560 

241,920 241,920 
161,280 161,280 

退職金額は、
どのくらい? 

建退共退職金額

https://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp/

お問い合わせ先
建退共各都道府県支部または建退共本部 事業推進課
　　03-6731-2866
　　gsuishiuaka@taisyokukin.jp

外国人労働者の掛金についても同様のメリットがあります

掛金の一部が免除されます。
新たに加入した場合、国の補助により掛金の一部が免除されます。

掛金は損金（または必要経費）として全額算入できます。
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（法律相談コーナー）

第181回　導入している対策は問題ない？熱中症対策の義務について確認！
●相談内容●
　　

　今年の６月から、熱中症対策の義務化に関する法改正が適用されています。昨
今、気温上昇はとどまることを知りませんので、昔の暑さ対策が全く通用しない
と考えるべきです。今のうちに、法改正に対応できているか、確認しましょう。
熱中症対策の必要性
　熱中症はみなさんご存知のとおり、時には重篤化し、ひどい場合は死亡につな
がる重大な問題となります。もっとも、熱中症は他の外傷と違って外観上症状が
発生しているようには見えないため、発覚が遅れたり、初動対応の不備があった
りすることにより、症状が重篤化するリスクが非常に高いため、熱中症特有の対
策が必要となります。
　なお、義務化の対象は、「ＷＢＧＴ（暑さ指標）28度以上又は気温31度以上の
環境下で連続１日以上又は１日４時間を超えて実施」が見込まれる作業です。と
はいえ、基準以下でも、対策を講じるに越したことはないです。
具体的な対策内容
　先ほど述べた熱中症の観点から、法律の内容は、熱中症の早期発見のための措
置、熱中症が疑われる場合において迅速かつ適切な対応ができるようにするため
の措置の２つに大別することができます。
　熱中症の早期発見のための措置としては、①熱中症の自覚症状がある作業員も
しくは熱中症のおそれがある作業員を見つけた者が、その旨を報告する体制整備
及び関係者への周知が義務化され、②職員巡回、ウェアラブルデバイス等を利用
しての、従業員の状態のチェックが推奨されています。
　熱中症が疑われる場合の措置については、①事業場における緊急連絡網、緊急
搬送先の連絡先及び所在地等の周知、②作業離脱、身体冷却、医療機関への搬
送等熱中症による重篤化を防止するために必要な措置の実施手順の作成及び関
係作業者ヘの周知が義務の内容とされています。
対策義務を怠った場合の法的責任
　労働安全衛生法上、法改正で、熱中症対策を怠った場合の刑事責任として、６
カ月以下の拘禁刑または50万円以下の罰金に科される可能性があります。代表
者個人だけでなく、別で法人に50万円以下の過料が科される可能性がありま
す。
　また、民事責任として、安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求がなされる可
能性があります。この場合の賠償範囲は、本来対策義務を果たしていた場合にお
ける状態と、実際に発生した症状とを比較して、その差が損害と認定されること
となります。具体的には通院にかかった費用、慰謝料などが損害となります。
　もちろん後遺症が残ったり、死亡してしまったりした場合は、逸失利益や相応
の慰謝料を支払わなくてはなりません。
　このようなリスクもありますし、社員を守るためにも、法律上義務付けられた
対策措置はとるようにしましょう。

〇回　　答〇

弁護士　小林裕彦
（岡山弁護士会所属）

昭和59年一橋大学法学部卒業後労
働省（現厚生労働省）入省。平成元
年司法試験合格。平成４年弁護士
登録。会社顧問業務、企業法務、訴
訟関係業務、行政関係業務、破産
管財人、民事再生監督委員、地方自
治体包括外部監査業務などを主に
取り扱う。

　労働安全衛生法が改正され、熱中症対策が義務化されたように聞きましたが、具体的にどのような
対策が必要か確認したいです。
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（建設業福祉共済団からのお知らせ）

建設共済保険では保険事業の決算で生じた剰余金を契約者にお支払いする「契約者
割戻金制度」を令和 4 年度から導入しており、令和 6 年度の決算（令和 7 年 3 月 31 日）
において 10.48 億円の剰余金が発生しました。

剰余金は 3 年平均にして割り戻されますので、令和 6 年度における「直近 3 事業年
度の剰余金平均値（下表「剰余金の取扱い」ご参照）は 8.34 億円であり、この金額を
原資として算出した契約者割戻率は 28.52％になりました。

［参考］令和 4 年度実績：20.53%、令和５年度実績：16.46％

下表に記載の通り、令和 7 年度は 4.84 億円に同年度の決算によって剰余金が生じた
場合その 1/3 を加算(+α)した額、令和 8 年度は 3.49 億円+αに同年度の決算によって
剰余金の生じた場合その 1/3 を更に加算(+β)した額を原資とした契約者割戻金をお
支払いすることが確定しており、その年度の決算日（3 月 31 日）に保険契約が有効に
成立している契約者は、契約者割戻金によって掛金負担が軽減されます。
この機会にぜひ建設共済保険にご加入ください。

令和 7年度、8年度も契約者割戻金をお支払い！

令和6年度の契約者割戻率は28.52％！

令和6年度 令和7年度 令和8年度

令和4年度 10.48億円 
3.49億円
(R4:3/3回)

令和5年度 4.05億円 
1.35億円

（R5:2/3回)
1.35億円

（R5:3/3回)

令和6年度 10.48億円 
3.49億円

（R6:1/3回)
3.49億円

（R6:2/3回)
3.49億円

（R6:3/3回)

8.34億円 4.84億円＋α 3.49億円＋α＋β

29.24億円

〔参考〕

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

 過去の割戻率

割戻率（B÷C）

〇剰余金の取扱い

決算年度
Ａ

剰余金

発生した事業年度を含め剰余金を3事業年度に分割（A÷3）

　Ｂ 直近3事業年度の
　　　 剰余金平均値

　Ｃ 基準保険料総額
令和 年度に剰余金が
生じた場合にはその

が加算（ α）され、
同様に令和 年度に剰
余金が生じた場合には
その が加算（β）
されます。

令和 年度に剰余金が
生じた場合にはその

が加算（+α）され
ます。
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保険金区分（補償額）の参考数値について 

建設共済保険の保険金支払いにおいて、災害発生時に関係請負事業所から被

被災者１人あたりに支払われた金額は、平均で ２，７１０万円 となっています。  

【平成 25 年度～令和 4 年度 建設共済保険金支払い調べ】 

当 団 保 険 金 における示 談 金 額

 

(注 )当 団 契 約 者 の示 談 金 負 担 額 が 1 億 円 を突 破 して 1 億 3 , 7 6 9 万 円 に達 したのは令

和 2 年 度 からで、被 災 者 は障 害 1 級 (年 齢 4 2 才 )で支 払 った契 約 者 の完 工 高 は 9 . 7 億

円 で 4 , 0 0 0 万 円 の加 入 でした。  

その後 、令 和 5 年 にも被 災 者 は傷 病 1 級 (年 齢 5 6 才 )で、完 工 高 1 5 . 5 億 円 の契 約 者

( 2 , 0 0 0 万 円 に加 入 )が 1 億 1 , 7 0 0 万 円 を支 払 った事 例 が発 生 しています。  

 

保 険 契 約 者 が被災者等 に対 して使 用 者 賠 償責任 を被 った場 合 など、 

不 測 の事 態 にも対 応 できる保 険 金 区 分 をご検 討 ください。

○建設共済保険の保険金の特長  

建 設 共 済 保 険 の保 険 金 は『被 災 者 補 償 保 険 金 』と 『諸 費 用 補 償 保 険 金 』で構 成 され、

特 に諸 費 用 補 償 保 険 金 は被 災 者 等 に対 する追 加 的 補 償 はもちろんのこと、労 働 災 害 に

起 因 して保 険 契 約 者 が負 担 する諸 費 用 を最 大 2 , 5 0 0 万 円 まで補 償 します。  

〔死 亡 災 害 発 生 時の保険 金支 払 いの流 れ 

保 険 金 区 分 合計 5 , 0 00 万 円 で加 入 〕 

公 益 財 団 法 人  建 設 業 福 祉 共 済団  

<等級別示談件数等内訳> 単位：万円 <示談金額の内訳>※当団契約者

死亡・障害等 件数 示談金額合計 1件当たり 示談金額合計 件数

死亡 198 554,076 2,798 5,001万円以上 5

傷病1級～3級 10 36,160 3,616 4,000万円～5,000万円 19

障害1級～3級 44 136,508 3,102 3,000万円～3,999万円 17

障害4級・5級 20 36,368 1,818 2,000万円～2,999万円 44

障害6級・7級 20 28,075 1,404 2,000万円未満 207

合計 292 791,187 2,710 合計 292

※件数は示談書の提出があった件数 ※最高額：1億3,769万円
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（建設業総合補償制度のご案内）

損害額の100％をお支払い

58,000円

75,000円

完成工事高１億円、支払限度額1,000万円の場合

39,000円
（免責金額５万円）（免責金額５万円）支払限度額：支払限度額：11事故、保険期間中1,000万円1,000万円 2,000万円2,000万円もしくはもしくは

地下工事、基礎工事や土地の掘削工事で、特に心配なのが地盤崩壊に起因する事故。
一般的な請負業者賠償責任保険で補償されない地盤崩壊に伴う賠償請求でも、
建設業総合補償制度の「地盤崩壊危険補償特約」なら補償が可能です！
しかも

地下工事、基礎工事や土地の掘削工事で、特に心配なのが地盤崩壊に起因する事故。
一般的な請負業者賠償責任保険で補償されない地盤崩壊に伴う賠償請求でも、
建設業総合補償制度の「地盤崩壊危険補償特約」なら補償が可能です！
しかも

地盤崩壊危険補償特約
のご案内のご案内 工事中の地盤崩壊事故に備えを！

「地盤崩壊危険補償特約（ワイド補償・ワイドプラス補償）」なら標準補償で補償されない部分もカバー！！「地盤崩壊危険補償特約（ワイド補償・ワイドプラス補償）」なら標準補償で補償されない部分もカバー！！

（注1）団体のスケールメリットを活かした、個別にご加入いただくよりも割安な保険料です。
（注2）縮小支払割合の適用はありませんが、免責金額が適用されますので、５万円は自己負担となります。

標準補償・ワイド補償にご加入の皆様はワイドプラス補償への切り替えを、建設業総合補償制度に未加入の皆様は
この機会に補償制度へのご加入を検討してみませんか？ご相談、お見積りはお気軽にお問合わせください。

ワイド補償と同じ補償範囲で縮小支払割合の適用がありません。
（注2）

支払限度額を上限に

【ワイド補償】

【ワイドプラス補償】

【標準補償】

※ワイド補償により新たに支払対象となる部分には、縮小支払割合50％が適用されます。

年間保険料

年間保険料

年間保険料

地盤崩壊危険補償特約（ワイドプラス補償）で更に安心！

地盤崩壊危険補償特約（ワイド補償）で安心！

※このチラシは保険（請負業者賠償責任保険）の特徴を説明したものです。詳細はパンフレットをご覧ください。

シールド工法以外 シールド工法
補償対象 補償対象

地面 地面

掘削予定深度掘削予定深度

45°45°

補償対象 補償対象

掘削予定地域

補償対象外
掘削予定深度を水平に置きかえた距離

補償対象外

シールド工法以外 シールド工法
補償対象

掘削予定深度を水平に置きかえた距離
補償対象補償対象 補償対象

地面 地面

掘削予定深度掘削予定深度

45°45°

補償対象 補償対象

掘削予定地域

ワイド補償にプラスした補償

本制度ならでは！補償がワイドなのに保険料が割安！！（注1）

B25-900114  承認年月：2025年4月
03-5408-1909
株式会社 建設産業振興センター
東京都港区虎ノ門4-2-12

制度幹事代理店

一般社団法人 岡山県建設業協会

086-225-4133

お問合わせ先
三井住友海上火災保険株式会社 岡山支店 岡山第一支社
岡山市北区幸町8-22 三井住友海上岡山ビル4階

086-225-0835

引受保険会社
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（岡山県からのお知らせ）

夏の交通事故防止夏の交通事故防止

　いよいよ本格的な夏がやって来ます。夏休みシーズンは、イベントや旅行等、外出の機会も増えますが、
楽しい計画が交通事故で悲しい思い出に変わることがないよう、次のことに注意しましょう。

１　旅行の計画はゆとりをもって！
　　レジャーシーズンは道路が大変混雑します。お出かけの際は、行先までの交通状況を事前に十分調べて
おきましょう。また、渋滞に巻き込まれることも予測して、時間に無理のない、余裕のある計画を立てま
しょう。

２　運転はゆとりをもって「ゆずる・とまる・まもる」
　　渋滞すると気分がイライラしがちですが、焦らず、ゆとりある運転を心がけましょう。また、旅行など長
時間・長距離の運転では、暑さによる疲れも懸念されます。無理をせず、早めに休憩をとりましょう。運転
する際は、信号、合図などの交通ルールを守り、「ゆずる・とまる・まもる」を心がけましょう。

３　子どもの事故に気をつけましょう！
　　夏休み期間は子どもの外出も増えます。子どもが出かける前には「車に気をつけて」と一声かけるなど
家庭でも注意してください。また、ドライバーの皆さんは、子どもたちの動きに十分注意し、思いやりのあ
る運転と早めのブレーキを心がけましょう。

４　夜のお出かけには反射材の着用を！
　　夏は、涼しくなる夕暮れ時や夜間に散歩等の外出をする機会が多くなります。夜間等の外出には、夜光
タスキなどの反射材やＬＥＤライトを活用し、自分の存在を車にアピールしましょう。ドライバーの皆さん
は危険を早く察知できるよう、ライトを早めに点灯し、先行車や対向車がないときには、上向きライトを活
用しましょう。

５　許さない！飲酒運転
　　飲酒運転は「犯罪」です。お酒を飲んだら、たとえすぐ近くでも、絶対に車を運転してはいけません。ア
ルコールは少しの量でも運転に悪影響を及ぼし、死亡事故などの重大事故につながります。周りの人も注
意して、みんなの力で飲酒運転を根絶しましょう。

６　全席シートベルト・チャイルドシートを着用しましょう！
　　シートベルトは、万一の際、あなたや家族を守る命綱です。車に乗ったら、全ての座席でシートベルトを必
ず着用しましょう。また、６歳未満の子どもを同乗させる際には、必ずチャイルドシートを使用しましょう。

７　自転車も車の仲間です。ルールを守って乗りましょう
　　自転車は手軽で便利な反面、ちょっとした不注意が重大な事故を招きます。自転車も法令上は「車両」
です。責任をもってルールを守り運転しましょう。自転車に乗るときにはヘルメットを着用しましょう。ま
た、岡山県内では「岡山県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」により、自転車保険の加入が
義務となっています。自転車による加害事故で高額賠償となる事例も見られます。必ず自転車保険に加入
しましょう。

　　　　　　　　　　　【自転車安全利用五則】
　　　　　　　　　　　１　車道が原則、左側を通行 歩道は例外、歩行者を優先
　　　　　　　　　　　２　交差点では信号と一時停止を守って、安全確認
　　　　　　　　　　　３　夜間はライトを点灯
　　　　　　　　　　　４　飲酒運転は禁止
　　　　　　　　　　　５　ヘルメットを着用
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（岡山労働局からのお知らせ）

事業主の皆様へ
　年次有給休暇を取得しやすい環境づくりに取り組みましょう。

　働き方・休み方の改善をこれからも継続的に行うためには、計画的な業務運営や休暇の分散化に

つながる年次有給休暇の計画的付与制度（※１）や、労働者の様々な事情に応じた柔軟な働き方・

休み方につながる時間単位の年次有給休暇（※２）の活用が効果的です。

　労使一体となって年次有給休暇を上手に活用するために、この夏に向けて導入をご検討ください。

　詳しくは、「年次有給休暇取得促進特設サイト」をご覧いただくか、岡山労働局雇用環境・均等室

（電話086-225-2017）にお問い合わせください。

（年次有給休暇取得促進特設サイトURL）

https://work-holiday.mhlw.go.jp/kyuuka-sokushin/

（※１）年次有給休暇の付与日数のうち、５日を除いた残りの日数については、労使協定を締結すれば、

計画的に取得日を割り振ることができる制度です。

（※２）年次有給休暇の付与は原則１日単位ですが、労使協定を締結すれば年５日の範囲内で時間単

位の取得が可能となります。
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7. 6. 3
7. 6. 4
7. 6. 4
7. 6.10
7. 6.19
7. 6.24
7. 6.27

第８回労務費の基準に関するワーキンググループ（東京）
全建　表彰部会（社会貢献功労者）（東京）
岡山県職業能力開発協会　通常総会
全建　令和７年度定時総会（東京）
岡山県建築住宅センター㈱株主総会・取締役会
西日本建設業保証㈱第73回定時株主総会（大阪）
第56回評議員会（建設業退職金共済事業関係）（東京）

一般社団法人 岡山県建設業協会　　〒700-0827　岡山市北区平和町５番 10号
　TEL（086）225 - 4131　                           　　  URL : http://www.okakenkyo.jp

　FAX（086）225 - 5388　                           　　  E-mail : info@okakenkyo.jp

　　　　

発行

協　会　日　誌

とれたて  おかやま  いただきます！ 地産地消
進めよう！

おかやま




